
Power Alliance Tax Accountant Offfice

編 集 発 行 人  
パワーアライアンス税理士事務所 
税理士  若 杉　治 
〒151-0073 
東京都渋谷区笹塚3-37-1 

第1花井ビル2F 
TEL  03（5365）4744㈹ 
FAX  03（5365）4745 
E-mail info@wakasugi.zei-mu.net 

プロジェクト1_0  2020/12/19  13:27

1 2022（令和4年）

国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 1月31日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 1月31日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月11日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月20日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 1月31日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 1月31日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月31日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 1月31日
地方税／ 給与支払報告書の提出 1月31日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 1月31日

（労働保険事務組合委託の場合2月14日まで）

　令和2年分申告では100万人以上が利用した
スマートフォンによる確定申告。令和3年分か
らは、上場株式等に係る繰越損失等の申告が
できるほか、カメラで源泉徴収票を読み取れ
ば記載された金額等を国税庁HPの「確定申告
書等作成コーナー」へ自動反映できるように
なるなど更に便利になっています。

ワンポイント スマホ申告が更に便利に

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　10日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土

 

あ
け
ま
し
て

　
　

お
め
で
と
う　

　
　
　
　

ご
ざ
い
ま
す

 ・ 
 2 
 9 
16 
23 
30 

 ・ 
 3 
10 
17 
24 
31 

 ・ 
 4 
11 
18 
25 

 ・ 
 5 
12 
19 
26 

 ・ 
 6 
13 
20 
27 

 ・ 
 7 
14 
21 
28 

 1 
 8 
15 
22 
29 

 ・  ・  ・  ・  ・



1 月号 ─ 2

　

男
女
と
も
仕
事
と
育
児
を
両
立
で

き
る
よ
う
に
、
産
後
パ
パ
育
休
制
度

（
出
生
時
育
児
休
業
制
度
）
の
創
設

や
雇
用
環
境
整
備
、
個
別
周
知
・
意

向
確
認
の
措
置
の
義
務
化
な
ど
の
改

正
が
行
わ
れ
、
令
和
４
年
４
月
、
同

年
10
月
、
令
和
５
年
４
月
の
三
段
階

に
分
け
て
順
次
施
行
さ
れ
ま
す
。

　

今
回
、
施
行
日
ご
と
に
時
系
列
で

改
正
概
要
を
見
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
令
和
４
年
４
月
と
同
年
10

月
の
改
正
は
す
べ
て
の
規
模
の
企
業
、

令
和
５
年
４
月
の
改
正
は
、
従
業
員

数
１
０
０
０
人
超
の
企
業
が
対
象
で

す
。

一　

令
和
４
年
４
月
１
日
施
行

㈠　

雇
用
環
境
整
備
︑
個
別
の
周

知
・
意
向
確
認
の
措
置
の
義
務
化

〈
雇
用
環
境
の
整
備
〉

　

育
児
休
業
と
産
後
パ
パ
育
休
（
後

述
）
の
申
し
出
が
円
滑
に
行
わ
れ
る

よ
う
、
事
業
主
は
以
下
の
い
ず
れ
か

の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。

　

ま
た
、
複
数
の
措
置
を
講
じ
る
こ

と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に

関
す
る
研
修
の
実
施

②　

育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に

関
す
る
相
談
体
制
の
整
備
等
（
相

談
窓
口
設
置
）

③　

自
社
の
労
働
者
の
育
児
休
業
・

産
後
パ
パ
育
休
取
得
事
例
の
収

集
・
提
供

④　

自
社
の
労
働
者
へ
育
児
休
業
・

産
後
パ
パ
育
休
制
度
と
育
児
休
業

取
得
促
進
に
関
す
る
方
針
の
周
知

〈
個
別
の
周
知
・
意
向
確
認
の
措
置
〉

　

本
人
ま
た
は
配
偶
者
の
妊
娠
・
出

産
等
を
申
し
出
た
労
働
者
に
対
し

て
、
事
業
主
は
育
児
休
業
制
度
等
に

関
す
る
次
の
事
項
の
周
知
と
休
業
の

取
得
意
向
の
確
認
を
、
個
別
に
行
わ

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

①　

周
知
事
項

イ　

育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休

に
関
す
る
制
度

ロ　

育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休

の
申
し
出
先

ハ　

育
児
休
業
給
付
に
関
す
る
こ

と
ニ　

労
働
者
が
育
児
休
業
・
産
後

パ
パ
育
休
期
間
に
つ
い
て
負
担

す
べ
き
社
会
保
険
料
の
取
り
扱

い

②　

個
別
周
知
・
意
向
確
認
の
方
法

イ　

面
談

ロ　

書
面
交
付

ハ　

F
A
X

ニ　

電
子
メ
ー
ル
等

　
　

な
お
、
雇
用
環
境
整
備
、
個
別

周
知
・
意
向
確
認
の
い
ず
れ
も
、

「
産
後
パ
パ
育
休
」
に
つ
い
て
は
、

令
和
４
年
10
月
１
日
か
ら
対
象
と

な
り
ま
す
。

二　

令
和
4
年
10
月
1
日
施
行

　
「
産
後
パ
パ
育
休（
出
生
時
育
児
休

業
）」が
創
設
さ
れ
る
ほ
か
、
育
児
休

業
の
分
割
取
得
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

従
来
の
育
休
制
度
（「
①
旧
育

休
」）
と
、
新
た
な
育
休
制
度
（「
②

新
育
休
」）及
び
産
後
パ
パ
育
休（「
③

産
後
パ
パ
育
休
」）
を
比
較
し
な
が

ら
見
て
い
く
こ
と
と
し
ま
す
。

㈠　

対
象
期
間
取
得
可
能
日
数

①　

旧
育
休

　
　

原
則
と
し
て
子
が
１
歳
（
最
長

２
歳
）に
達
す
る
日
ま
で
。

②　

新
育
休

　
　

旧
育
休
と
同
じ
。

③　

産
後
パ
パ
育
休

　
　

子
の
出
生
後
８
週
間
以
内
に
、

４
週
間
ま
で
取
得
可
能
。

㈡　

申
出
期
限

①　

旧
育
休

　
　

原
則
と
し
て
育
児
休
業
を
開
始

し
よ
う
と
す
る
日
の
1
か
月
前
ま

で
。

時系列でみる
～令和4年4月以降分～
育児介護休業法の改正



3 ─ 1 月号

②　

新
育
休

　
　

旧
育
休
と
同
じ
。

③　

産
後
パ
パ
育
休

　
　

原
則
と
し
て
育
児
休
業
を
開
始

し
よ
う
と
す
る
日
の
2
週
間
前
ま

で
。

　
　

な
お
、
雇
用
環
境
の
整
備
等
に

つ
い
て
、
改
正
で
義
務
付
け
ら
れ

る
内
容
を
上
回
る
取
組
の
実
施
を

労
使
協
定
で
定
め
て
い
る
場
合

は
、
1
か
月
前
ま
で
と
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

㈢　

分
割
取
得

①　

旧
育
休

　
　

原
則
と
し
て
、
分
割
不
可
。

②　

新
育
休

　
　

分
割
し
て
２
回
取
得
可
能
。

③　

産
後
パ
パ
育
休

　
　

分
割
し
て
２
回
取
得
可
能
。

㈣　

休
業
中
の
就
業

①　

旧
育
休

　
　

原
則
と
し
て
就
業
不
可
。

②　

新
育
休

　
　

旧
育
休
と
同
じ
。

③　

産
後
パ
パ
育
休

　
　

労
使
協
定
を
締
結
し
て
い
る
場

合
に
限
り
、
労
働
者
が
合
意
し
た

範
囲
で
休
業
中
に
就
業
す
る
こ
と

が
可
能
。

　
　

具
体
的
な
手
続
き
の
流
れ
は
次

の
イ
〜
ニ
の
と
お
り
で
す
。

イ　

労
働
者
が
就
業
し
て
も
よ
い

場
合
は
、
事
業
主
に
そ
の
条
件

を
申
し
出

ロ　

事
業
主
は
、
労
働
者
が
申
し

出
た
条
件
の
範
囲
内
で
候
補

日
・
時
間
を
提
示
（
候
補
日
等

が
な
い
場
合
は
そ
の
旨
）

ハ　

労
働
者
が
同
意

ニ　

事
業
主
が
通
知

　
　

な
お
、
就
業
可
能
日
等
に
は
次

の
上
限
が
あ
り
ま
す
。

・
休
業
期
間
中
の
所
定
労
働
日
、

所
定
労
働
時
間
の
半
分

・
休
業
開
始
、
終
了
予
定
日
を
就

業
日
と
す
る
場
合
は
当
該
日
の

所
定
労
働
時
間
数
未
満

　
　
「
産
後
パ
パ
育
休
」
も
育
児
休

業
給
付
（
出
生
時
育
児
休
業
給
付

金
）
の
対
象
で
す
。
休
業
中
に
就

業
日
が
あ
る
場
合
は
、
就
業
日
数

が
最
大
10
日
（
10
日
を
超
え
る
場

合
は
就
業
し
て
い
る
時
間
数
が
80

時
間
）
以
下
で
あ
る
場
合
に
、
給

付
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

㈤　

１
歳
以
降
の
延
長

①　

旧
育
休

　
　

育
休
開
始
日
は
１
歳
、
１
歳
半

の
時
点
に
限
定
。

②　

新
育
休

　
　

育
休
開
始
日
を
柔
軟
化
。

㈥　

１
歳
以
降
の
再
取
得

①　

旧
育
休

　
　

再
取
得
不
可
。

②　

新
育
休

　
　

特
別
な
事
情
（
１
歳
以
降
の
育

児
休
業
が
、
他
の
子
に
つ
い
て
の

産
前
・
産
後
休
業
、
産
後
パ
パ
育

休
、
介
護
休
業
ま
た
は
新
た
な
育

児
休
業
の
開
始
に
よ
り
育
児
休
業

が
終
了
し
た
場
合
で
、
産
休
等
の

対
象
だ
っ
た
子
等
が
死
亡
等
し
た

と
き
）
が
あ
る
と
き
は
、
再
度
育

児
休
業
を
取
得
で
き
ま
す
。

　
　

な
お
、
産
後
パ
パ
育
休
は
、
出

生
後
８
週
間
の
制
度
の
た
め
、
㈤

及
び
㈥
は
対
象
外
で
す
。

　
　

育
休
制
度
と
産
後
パ
パ
育
休
の

取
得
例
は
、
下
図
の
よ
う
に
な
り

ま
す
。

三　

令
和
５
年
４
月
１
日
施
行

　

従
業
員
数
１
０
０
０
人
超
の
企
業

は
、
育
児
休
業
等
の
取
得
の
状
況
を

年
１
回
公
表
す
る
こ
と
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
す
。

　

公
表
内
容
は
、
男
性
の
「
育
児
休

業
等
の
取
得
率
」
ま
た
は
「
育
児
休

業
等
と
育
児
目
的
休
暇
の
取
得
率
」

と
省
令
で
定
め
ら
れ
る
予
定
で
す
。

産後パパ育休
分割して２回
取得可能

育休
分割して２回取得可能
（母の取得例を参照）

１歳以降の育児休業
育休開始日を柔軟化

（夫婦が途中交代できる）

母

出生

（図）

産休 育休 育休 育休 育休

休 休 育休 育休 育休

１歳半１歳 ２歳

父

出生後
8週



1 月号 ─ 4

　令和4年1月1日より、「雇用保険マル
チジョブホルダー制度」が新設されました。
　従来の雇用保険制度では、主たる事業所
での労働条件が「週所定労働時間20時間
以上かつ31日以上の雇用見込み」等の要
件を満たす場合に適用（被保険者の資格を
取得）されていました。
　新たに設けられた「雇用保険マルチジョ
ブホルダー制度」は、複数の事業所で勤務
する65歳以上の労働者が、そのうち2つ
の事業所での勤務を合計して以下の適用対
象者の要件を満たす場合に、本人からハロ
ーワークに申出を行うことで、申出を行っ
た日から特例的に雇用保険の被保険者（マ
ルチ高年齢被保険者）となることができる
制度です。
１　適用対象者の要件
⑴　複数の事業所に雇用される65歳以上

の労働者であること
⑵　2つの事業所（1つの事業所における1

週間の所定労働時間が5時間以上20時
間未満）の労働時間を合計して1週間の
所定労働時間が20時間以上であること

⑶　2つの事業所のそれぞれの雇用見込み
が31日以上であること

２　失業時の給付
　マルチ高年齢被保険者であった方が失業
した場合（※）には、一定の要件を満たせば、
高年齢求職者給付金（被保険者であった期
間に応じて基本手当日額の30日分又は50
日分の一時金）を受給することができるよ
うになります。
※　2つの事業所のうち1つの事業所のみ

を離職した場合でも受給することができ
ます。ただし、2つの事業所以外の他の
事業所で就労をしており、離職していな
いもう1つの事業所と当該3つ目の事業
所を併せて、マルチ高年齢被保険者の要
件を満たす場合は、被保険者期間が継続
するため、受給することはできません。

マルチジョブホルダー制度の
新設

　健康保険には、資格喪失の日の前日まで
継続して2か月以上被保険者であったこと
を要件として、退職後も資格を継続できる
制度（任意継続被保険者）があります。
　任意継続被保険者の法定の資格喪失事由
には、死亡や資格取得から2年を経過した
ときなど6項目が定められていましたが、
被保険者が自ら申し出て資格を喪失するこ
とができませんでした。令和4年1月以降は、
任意継続被保険者でなくなることを希望す
る旨を申し出たときは、申出が受理された
日の属する月の末日の到来をもって資格を
喪失するものとなりました。
　また、任意継続被保険者の保険料算定方
法は、退職前の標準報酬月額又は全被保険
者の平均標準報酬月額のうち「低い額」を
適用することとされていますが、健康保険
組合（協会けんぽ以外）については、従前
の標準報酬月額が全被保険者の平均標準報
酬月額を超えている場合は、従前の標準報
酬月額を用いることが可能となりました。

任意継続被保険者制度の改正　
国
民
年
金
の
被
保
険
者
に
対
し
て

は
、「
年
金
手
帳
（
国
民
年
金
手
帳
」

が
発
行
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
令
和
4

年
4
月
以
降
は
、
年
金
手
帳
が
廃
止

さ
れ
、
基
礎
年
金
番
号
通
知
書
に
切

り
替
え
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　
年
金
手
帳
の
廃
止
は
、
被
保
険
者

情
報
が
シ
ス
テ
ム
で
管
理
さ
れ
て
い

る
こ
と
や
個
人
番
号
の
導
入
に
よ
っ

て
、
手
帳
発
行
の
必
要
性
が
な
く
な

っ
て
い
る
こ
と
等
が
背
景
に
あ
り
ま

す
。

　
今
後
は
、
新
た
に
国
民
年
金
の
被

保
険
者
と
な
っ
た
者
に
対
す
る
資
格

取
得
の
お
知
ら
せ
は
、
国
民
年
金
手

帳
の
交
付
か
ら
基
礎
年
金
番
号
通
知

書
の
送
付
に
切
り
替
え
ら
れ
ま
す
。

　
な
お
、
す
で
に
発
行
さ
れ
て
い
る

年
金
手
帳
は
引
き
続
き
基
礎
年
金
番

号
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る

書
類
と
し
て
利
用
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

国
民
年
金
手
帳
の
廃
止


